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1.　はじめに
本稿の課題は，独立後のインドが工業的・軍事的な自立化のために冷戦下の国際援助を
どのように「活用」したのかを解明することにある。戦後インドの工業化は次第に軍事偏
重型重工業化の色彩を強めていったが，工業的・軍事的な自立化を実現するためには産官
学連携の体制構築が不可欠であった。しかも，そうした産官学連携の形成は多分に冷戦下
の国際援助によって支えられたものであった。この点をさらに具体的に言えば，産（産業
面）における製鉄部門・重電機部門の確立と国際援助の関係，官（軍事面）における兵器
国産化の実現と国際援助の関係，そして学（研究・教育面）における科学技術教育機関の
設立と国際援助の関係，以上の 3つの関係についてであり，本稿での議論は，こうした点
を中心に展開していく。
なお，ここで言う国際援助には資本援助と技術援助が含まれるが，そのうち本稿で注目
する技術援助は技術移転を内包していた。しかも，インドの場合，この技術移転が極めて
多角的であった点を大きな特徴としていた。さらにインドは早くも 1960年代には技術援
助の「受け手」であると同時に，アジア諸国への技術援助の「送り手」でもあった。本稿
ではこうした点に関しても検討を加えていく。コロンボ・プランにおける最大の技術援助
の受益国はインドで，1950～1959年の間にインド人研修生を 1,611人海外に派遣，外国人
専門家 191人をインドに受入れていた。しかし，インドはコロンボ・プランにおける技術
援助国でもあり，同じ時期にインドは海外研修生 1,007人を受入れ，専門家 30人を海外
に派遣していた。
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インドに対する国際援助政策は 1960年代に開発援助から国際収支危機救済・債務危機
救済に変容を遂げた。しかも，1965～67年にインドは凶作と旱魃による食料危機や第 2
次印パ戦争に直面して，第 3次 5カ年計画（1961～66年）で追求してきた重化学工業化
路線の変更と第 4次 5カ年計画の延期を余儀なくされる。その結果，イギリスを中心とし
たインドへの国際援助も大規模な製鉄所建設のようなプロジェクト援助から資材・原料の
輸入補助や食糧援助のような全般的目的のノン・プロジェクト援助へ転換していった。従
来は，以上の点が強調されてきたが，では，その後のインドの工業化は一体どうなったの
か。ソ連を中心として社会主義諸国によるインドへの国際援助も以上と同様の経緯を辿っ
たのか。本稿では，そうした点にも検討を加えていく。
2.　インドにおける産官学連携の実態
独立後のインドの経済発展は，米ソ冷戦下の国際援助に大きく支えられていた。農業重
視路線に転換したとされる 1960年代までには，高度技術者養成機関（工科大学）の創設
援助，兵器国産化のための軍事援助，さらにはそれを支える重工業化のための資本援助と
技術援助などが多角的に展開されていた。そこで既述の通り本稿では，以上三者の密接な
関係を産官学連携の視点より解明していくこととしたい。インドにおける産官学連携
（Military-Industrial-Research Complexes）の展開は，イギリス等からの武器移転を背景とし
て新産業が創設される組織化段階（1949～62年），民間企業への軍需拡大によって軍産連
携の課題が鮮明化した統合化段階（1963～71年），兵器国産化の領域と兵器生産基盤が拡
大した多角化段階（1972～現代）という三段階に区分して論じられているが，本稿では特
にそのうちの第 2段階（統合化段階 : 1963～71年）に注目し，国際援助の下で形成され
た産官学連携の構造を具体的な事例に即して解明していく。
第 3章では，まずインドの重工業化を支えた国営企業の創設と国際援助との関係に注目
する。1970年代のインドはすでにアジア・アフリカ諸国に対する工業製品の輸出国・技
術援助国となっていたが，第 3章では，特に東西両陣営からの資金援助で 1958年に設立
されたバーラト重電機（Bharat Heavy Electricals Ltd. : 以下，BHELと略記）に注目して，
1960年代におけるインド産業化の到達点とインドを発信地とした技術移転の実態を明ら
かにしたい。BHELはアジア諸国への産業技術や重電機器の最大の輸出拠点となった。
次に軍事面（官）を扱う第 4章では，1962年の中印国境紛争を契機としてインドが要
請した軍事援助（兵器国産化援助）とそれに応えたソ連の軍事援助，さらにはインド国防
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生産局（Department of Defense Production）の創設（1962年）や第 1次防衛 5カ年計画（rst 
Five-Year Defense Plan 1964～68年）により，兵器（特に戦闘機）の国産化と生産基盤の強
化が追求された事実とその限界に注目する。インド空軍（Indian Air Force, 1933年創設）は，
早くも 1960年代には国産のジェット戦闘機マルート（HF-24 Marut）やジェット練習機キ
ラン（HJT-16 Kiran）を採用しているが，とりわけ 66年以降にライセンス生産を開始し
たソ連製の超音速ジェット戦闘機MiG-21については，70年代以降も国産化率を高めつ
つ大量に導入している。第 4章では，こうした航空機の国内量産体制の実態をインド最大
の国有兵器製造企業ヒンダスタン航空機会社（Hindustan Aircra Ltd. 1940年設立。1964年
に Hindustan Aeronautics Ltd.に改組・改名 : 以下，いずれも HALと略記）に注目して検討
する。
最後に研究・教育面（学）を扱う第 5章では，1960年代までに整備された政府の研究
開発機関ならびに高度技術教育機関の存在に注目する。兵器国産化を目標に掲げた第 1次
防衛 5カ年計画（1964～68年）の下でインドの研究開発費は膨張を遂げ，政府の管轄す
る科学技術研究開発機構でも再編整備が進んだ。また，大学の数も急増する中で英米独ソ
の国際技術援助によってインド工科大学（Indian Institutes of Technology : 以下，IITと略記）
が各地に相次いで創設されていった。IITは先端的な科学技術教育を担う国家戦略上の重
点大学として位置付けられたが，それらは軍事偏重型工業化にどのように関わったのか。
第 5章では，BHELと HALが IITに対して要求した課題に注目して，この点を解明してい
く。
さて，インドにおける産官学連携と国際支援の具体的検討に入る前に，東西両陣営のイ
ンドに対する経済援助の実態について確認しておこう。まずは表 1に注目したい。西側諸
国の国際援助に占めるアメリカの圧倒的な地位は，コロンボ・プランに限ったことではな
かった。1958年に世界銀行を中心としてインド・コンソーシアムという国際借款団が組
織され，毎年インドへの資金援助額はそこで決定された。援助国としては世界銀行以外に
イギリス，アメリカ，西ドイツ，フランス，カナダ，日本が参加したが，ここでもアメリ
カの援助額が突出していた。表 1は第 1次 5カ年計画から第 3次 5カ年計画までの 15年
間のインドへの国際援助の全体像を示しているが，ここからもアメリカの援助額が全体の
ほぼ半分に達していたことが看取できる。
なお，実際には表 1に示したように，規模的にはアメリカに遠く及ばなかったものの，
インドへの国際援助は西側陣営のみならずソ連を中心とした社会主義陣営からも行われて
いた。表 2を見る限りでは，ソ連のインドへの援助は第 3次 5カ年計画に重点が置かれて
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いたが，ここではビライ製鉄所とバカロ製鉄所の設立援助，その他産業企業（BHELハー
ドウォー工場を含む）への援助に注目しておきたい。このようなプロジェクト援助は，技
術者の援助供与国での訓練，援助供与国からの専門家の派遣，各種設備供与，そして資本
表 1　インド 5カ年計画（第 1次～第 3次 : 1951～66年）に対する各国援助（単位 : 100万ルピー）
承認額 利用額
オーストラリア 256.7 196.7
オーストリア 84.9 47.0
ベルギー 114.2 48.9
カナダ 2,224.3 1,616.1
チェコスロバキア 635.0 130.1
デンマーク 24.1 6.0
西ドイツ 4,499.6 3,473.3
フランス 571.3 209.8
イタリア 813.2 116.5
日本 1,653.7 1,047.1
オランダ 219.0 95.1
ニュージーランド 42.8 38.5
ノルウェー 51.3 51.3
ポーランド 413.0 113.4
スウェーデン 58.6 25.8
スイス 245.1 60.4
イギリス 3,664.3 2,935.3
アメリカ合衆国 30,297.2 25,884.6
小麦ローン 903.1 903.1
PL 665 318.7 318.7
PL 480（食糧援助） 15,636.3 13,684.5
技術協力協定 1,895.0 1,851.5
国際開発庁 6,793.3 4,981.3
輸出入銀行 1,950.5 1,622.6
開発借款基金 2,426.1 2,242.3
大統領アジア経済開発基金 87.5 84.5
第 3国通貨援助 27.8 27.8
アメリカ民間銀行 258.8 168.3
ソ連 4,892.7 2,870.4
ユーゴスラビア 214.3 97.1
フォード財団 208.5 180.0
国際復興開発銀行 4,628.1 3,799.7
国際開発協会 2,785.5 2,006.3
国連特別基金 84.9 18.3
総　計 58,628.3 45,067.7
出典 :  G. Boquerat, No Stringd Attached ? : India’s Policies and Foreign Aid 1947-1966, New Delhi, 
2003, p. 392より作成。
37戦後インドの産業高度化の軌跡
援助のすべてにわたっていた。
例えば，イギリスがコロンボ・ブランを利用して 1958年から設立を援助したデュルガ
プル製鉄所の場合は，イギリス人技術者をインドに派遣するとともにイギリスの製鉄所が
インド人技術者約 400人を研修生として受入れていた。同様に 1961年からソ連が設立を
援助していたビライ製鉄所の場合は，機械や設備をソ連からの提供に依存するとともに，
ソ連の製鉄所ではインド人約 1,000人を研修で受入れていた。なお，次節で扱うバーラト
重電機会社 BHEL（ニューデリー， 1964年設立）の場合も英ソがそれぞれ別々に技術支援
を展開している。しかし，その一方で鉄鋼・電気，いずれの場合もアメリカの直接的なプ
ロジェクト援助はなかった。
3.　インド国営企業への国際技術援助
既述の通り，コロンボ・プランのもとでインドはアジアの技術援助体制のハブ的存在で
あった。インドはコロンボ・プランにおける技術援助の最大の受益国として，1950年代
にインド人研修生 1,611人を海外に派遣し，海外の専門家 191人をインドに受け入れてい
るが，その一方でアジア各地から 1,007人の研修生を受入れ，インド人専門家 30名を海
外に派遣している。インド商業会議所の報告でも，インドは 1961～63年の間に，他のア
ジア諸国からの研修生に対してインド国内の 600以上の研修機関を開放していたと伝えて
いる。インドは他のアジア諸国（ネパール，ブータン，セイロン，マレーシア，アフガニ
スタン，タイなど）への技術援助の主要な供与国になりつつあった。
表 2　ソ連の対インド経済援助の内訳 1951～1970（単位 : 1,000万ルピー）
援助項目 援助額　　　　 　　　 
ビライ製鉄所 101.96
産業企業への援助 72.49
医薬品への援助 14.99
バラウニ石油精製所 18.42
第 3次 5か年計画への援助 238.58
第 3次 5か年計画への援助（2次） 56.66
バカロ製鉄所 115.61
第 4次 5か年計画への援助 14.11
　　出所 : M. Sebastian, Soviet economic aid to India, New Delhi, 1975, p. 67より作成。
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以下では，BHELへのイギリスとソ連のプロジェクト援助の実態に注目して，インドが
技術援助の受益国から短期間のうちに重電機器の輸出国に転化しつつあった事実を具体的
に検討していく。もちろん，BHELに牽引された重電機部門の発展は，インドの軍事的自
立化にとっても重要な条件であった。1970年代中葉においても，航空機材の不足や航空
機部品で求められる厳しい製造仕様など輸入代替に際しては難問山積であった。加えて，
注文数が限られているために，多くの航空機部品がインド国内では生産コストが割高とな
らざるを得なかった。だが，タイヤ，油圧シール，電気部品，電気ケーブル，バッテリー
のような単純な技術しか必要としない製品については，インド航空機産業向けに国産化も
可能であった。アルミ合板の国内生産も実現した。それらは BHELに牽引された重電機部
門の発展を前提としていた。
1955年にインド政府がイギリスの合同電気産業会社（Associated Electrical Industries）を
BHELボパール工場の技術顧問に指名し，57年には実際に工場建設が始まった。BHELは，
早くも翌 58年には発電用機械を製造する国有企業として操業を開始している。その後
1964年までには，ボパール工場に加えて，ハードウォー重電機工場，ハイデラバードの
大規模電力設備，ティルチの高出力ボイラー工場などが相次いで設立されている。BHEL
は総合的電力関連企業であり，製造品は，蒸気タービン，変圧器，リアクター，電線管，
制御装置，コンデンサ，発電機，各種工業用機械，電動トロリーバス，整流器など多岐に
及んだ。1968年に輸出促進を目的として，ボパール工場内に輸出販売部が開設され，同年，
アラブ連合共和国から総額 20万 7,300ルピーの注文を受けて，遂に海外市場に乗り出す。
その後もボパール工場が輸出した重電機器には，エジプト，シンガポール，ガーナ向けの
モーター，制御装置，コンデンサ，イラク向けのスイッチギヤ，マレーシア向けのタップ
切り替え器などがあった。BHELは創業後わずか 10年足らずにして，重工業部門で世界
展開が出来るインドを代表する国有企業となったのである。時代は若干下るが，1970年
代末にはリビアの火力発電所やマレーシアとブータンの水力発電装置など，BHELは海外
での一括請負事業を展開していた。
BHELの全工場の資本コストは総額で約 2億 4,000万ドルにのぼった。BHEL創設時の資
金調達はインド政府といえども決して容易ではなかったのである。鉱工業の民間セクター
全体への年間投資額が第 2次 5カ年計画（1956～61年）で 1億 4,380万ドル，第 3次 5カ
年計画（1961～66年）で 2億 6,250万ドルであったのと比べても，この投資額はきわめて
巨額であった。結局のところ，1960年代後半から 70年代初頭に限っても，BHELボパー
ル工場の輸入設備の 77.4%（2億ルピー）をイギリスが出資し，BHELハードウォー工場
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の輸入設備の 71%（2億 1,100万ルピー）はソ連が出資していた。英ソ両国からの圧倒的
な経済援助と技術移転が前提にあったのである。ソ連のインドへの最初の大型融資は，鉄
鋼事業を対象にして 1955年に行われたが，その後 1968年までにインドとソ連の間ではハー
ドウォー工場設立援助も含め計 8回の融資契約が交わされており，インドはソ連による国
際援助の最大の受益国となっていった。とはいえ，インドがソ連への経済依存を一方的に
強めて行ったと言うのではない。イギリスの対インド融資でも，次のような展開が見られ
た。
1965年 4月にワシントンで開催されたインド・コンソーシアムにおいて，イギリスが
約束した第 3次インド 5カ年計画に対する援助額（外国為替の損失負担分）3,000万ポン
ドも，総額 500万ポンドに及ぶ 2つの融資によって完了することとなった。そのうちの一
つが BHELボパール工場への 483万 3,000ポンドの融資であった。その融資はインド政府
の送電計画のためにボパール工場で製造されることとなった大型タービン発電機 6機の部
品のイギリスからの購入に充てられるものであったが，この場合も，イギリスによるその
他の対インド融資と同様，無利子で返済期間は 25年，しかも 7年間返済据え置きとされた。
ボパール工場はイギリスのインド援助における大手受益者であった。
インドが直面した技術者養成と労務管理の問題を克服する方法は，コロンボ・プランの
技術援助の場合と同様，（1）海外での研修，（2）海外からの専門家の招聘，（3）設備援助
によるインド国内での人材育成，以上の 3つであった。これまでにイギリスが実施した 1
番目の海外研修の事例としては，西ベンガルのデュルガプル製鉄所の建設協定に基づき，
イギリスがインドから技術者，監督者，専門官など総勢約 400人を受入れ，イギリス国内
の製鉄業で技術訓練を引き受けたケースがある。そのうち約 200人は 1960年 10月までに
研修を終えてインドに帰国し，デュルガプル製鉄所の創業に貢献している。
一方，BHELに関して言えば，イギリスの合同電気産業会社が 50～ 60人の技術スタッ
フをボパール工場の操業を支援するために本国から派遣し，インド人技術者の訓練も担当
した。また，ボパールのインド人労働者 435人にイギリスでの工場研修の機会を提供して
いたが，これとは別にコロンボ・プランの技術援助構想の下で，イギリス政府は 3年毎に
インド人の上級スタッフ 30人の訓練費用を負担しており，インド側の要請に応じてより
高度な訓練の機会も提供していた。結局のところ，BHELの技術者のほぼ半数は海外で訓
練を受けた帰国組であった。ボパール工場のみならず，ハードウォー工場でも約 200人の
インド人専門技術者がソ連で訓練を受けていた。
さらに第 2の方法，つまり工場建設，技術者・労働者養成，各種製品の初期製造などを
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指導した海外協力企業からの専門家の招聘，これもかなりの規模で行われた。既述の通り，
操業当時よりボパール工場にはイギリスの合同電気産業会社が技術者を派遣していたが，
その後 1969年頃には，ハードウォー，ハイデラバート，ティルチの BHELの 3工場で合
計 187名の専門技術者を海外から招聘していた。ハードウォー工場だけで 100人の専門ス
タッフがソ連から派遣されていたという報告もある。労働者の訓練と専門技術者の養成は，
以上のようなかたちで進められたが，当時インド各地に国家戦略上の重点大学として設立
された IITは，インドの工業化をリードする高度技術者の養成を課題としつつも，この段
階ではまだその期待には十分に応えることが出来なかった。BHELの場合，自立的な工業
化を担う人材の育成も，初期段階では英ソ両国の援助に大きく依存していたのである。
4.　兵器国産化の実現と国際援助
中印国境紛争（1962年）と第 2次印パ戦争（1965年）を契機に，インドの工業化は軍
事偏重型の重工業化へとシフトした。1960年時点では，インドはまだ旧宗主国イギリス
の軍事装備品に大きく依存していたが，その後は空軍を中心にソ連への依存度を強めつつ，
兵器国産化を追求していった。アメリカは 1954年にパキスタンと相互防衛援助協定を締
結しており，しかも第 2次印パ戦争後には印パ両国への武器禁輸政策を打ち出していた。
したがって，表 3からも明らかなように，インドへの武器移転でアメリカの占める割合は
極めて小さく，イギリスの半分程度に止まっていた。これとは対照的に武器移転ではソ連
が圧倒的な割合を占めていた。もっとも，当時のインドはソ連からの武器移転に依存しつ
つも，その一方では各種のライセンス契約を介して兵器国産化をめざしていたのである。
以下では，この点を航空機生産に限定して注目してみたい。
両大戦間の軍縮期に端を発する欧米からの武器移転が戦後冷戦下のインドにおける航空
機産業の形成・発展にどのように関係したのか。インド航空機産業の発展は，独立の条件
として兵器の国産化と国防の自立化を追求する首相ネル （ーJawaharlal Nehru）の政策によっ
て先導されたものであったが，はたしてインド航空機産業はいつ，どのような形で国産化
と自立化を達成したのであろうか。以下ではこのような問題関心に即して，インド航空機
産業の形成・発展の過程を考察する。その際，特に注目したのは戦後冷戦下で展開された
武器移転の実態とそれによって形成されたインドにおける産官学連携の構造である。イン
ド航空機産業の発展は，武器移転と産官学連携を決定的な前提条件としていた。
第二次大戦後の冷戦下で，米ソ両国は第三世界に対して大規模な武器輸出を展開したが，
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それはたんなる武器の取引にとどまるものではなく，多くの場合，システムとしての武力
ないしは軍備の移転，すなわち武器の運用・修理能力の形成や製造ライセンスの供与，さ
らには技術移転までの多面的な内容を含んでいた。いわゆる武器移転である。武器移転は
第一次大戦以前から英独仏等の主要な兵器生産国を中心に始まっていたが，両大戦間には
それが多角化・多層化しながら拡大し，戦後冷戦期には米ソによる国際援助や軍事援助の
展開によって不透明性と複雑さを一段と増しながらさらに拡大を遂げてきた。そしてイン
ドは冷戦下における武器移転の世界有数の「受け手」となったのであった。
また，冷戦下のインドは工業的・軍事的自立化のために，武器移転のみならず国際援助
も巧みに利用した。本稿で注目した産官学連携の形成もその成果である。1970年代後半
以降，インドは兵器の国産化率を高めているが，それは第三世界最大規模を誇る産官学連
携の存在を背景として達成されたと言われている。ちなみに，そこには軍需工場 33，公
営企業 9社，主要研究開発機関 34が組織されていたとされているが，本稿ではその全容
を紹介することは控え，インド航空機産業の発展に直接関連する限られた視点から産官学
連携の構造を分析する。具体的にはインド空軍（Indian Air Force : 以下 IAFと略記），ヒ
ンダスタン航空機会社（HAL），そしてインド科学大学院大学（Indian Institute of Science :
以下 IIScと略記）とインド工科大学（IIT）の航空工学科（Department of Aeronautical 
Engineering），以上の三者の関係である。
　
表 3　インドへの各国の武器移転総額 
アメリカ合衆国 40
ソ連 1,365
フランス 41
イギリス 75
西ドイツ 10
チェコスロバキア 55
ポーランド 45
その他 50 
総計 1,681 
備考 : 1，対象時期は 1967～1976年
　　　2，単位は 100万ドル
　　　3，フリゲート艦，警戒艇，爆撃機，
　　　　 ヘリコプター，戦車などを含む。
出所 :  N.S. Achuthan, Soviet arms transfer policy in South Asia 
1955-1981, New Delhi, 1988, p. 143より作成。
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（1）　インド空軍の創設
ワシントン海軍軍縮以降，欧米各国や日本では航空戦力の強化（「軍縮下の軍拡」）が急
速に進展していた。イギリス空軍は，その戦力の大部分を海外植民地に駐屯する航空部隊
の強化に割いてきており，シンガポール，香港，インド，オーストラリア，さらにはニュー
ジーランド，カナダ，南アフリカなどの自治領航空防衛軍を重要な構成部分としていた。
IAFがイギリス空軍の補完戦力として創設されたのは 1933年のことであった。当時，す
でに欧米の航空機産業は海外への航空機輸出を開始していた。イギリス帝国防衛における
植民地インドの重要性は，各国航空戦力の増大とともにますます高まり，それだけにイギ
リス航空省がインド防衛を担当するイギリス空軍の増強を一貫して主張したのも当然のこ
とではあった。したがって，IAFへの期待もきわめて大きい。
もちろん IAFに配備された航空機はイギリス機が圧倒的割合を占めていた。IAFが軍用
機を調達する方法には，① 海外からの直接輸入，② インド国内でのライセンス生産，
③ 設計・開発も含めた国産化の三方法があった。この点は独立後も変わらない。国産化
はもとよりライセンス生産に関しても，インド国内における航空機生産基盤の存在が大前
提であり，この航空機調達方法と国内生産基盤との関係が独立後のインドでは大きな意味
をもつこととなる。
（2）　航空機生産拠点の形成
インドにおける航空機産業の発展は軍需，すなわち IAFによって主導された。インドで
は産業全般の発展が大きく遅れ，航空機産業の発展もほとんどバンガロールの HAL一社
によって担われていた。インド航空機産業への武器移転には，イギリスやアメリカがイン
ドに建設した諸施設の継承やライセンス生産，さらにはドイツやソ連からの技術者の招聘
など多様な内容が含まれたのであるが，その成果は HAL一社の発展に集約されたと言っ
ても過言ではない。
HALの管轄がインド政庁（産業補給省）に戻ったのは終戦直後のことで，1951年には
インド防衛省の管轄に移されている。HALは独立前夜の 1947年にイギリス航空調査団に
よってインドにおける航空機製造拠点として唯一今後の可能性を認められた存在であっ
た。国防生産局は防衛関連の国営企業をすべてその管轄下に置いた。表 4はその主要企業
の一覧であるが，同表から HALの生産額が一貫して突出していたことが確認できる。そ
れは，インド空軍の強化がインド軍事政策の中心課題に据えられていたことを端的に物
語っている。HALの拡充とインド空軍の戦力増強は，いわば表裏一体の関係にあった。
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首相ネルーによって独立直後に打ち出された軍事的自立化路線には，中印国境紛争での
敗北を契機として，大きく修正が加えられていった。兵器国産化路線から国防自立化路線
への後退である。IAFの航空戦力拡大のための選択肢は，すでに論及した通り，①簡単な
練習機から始まってやがては多目的軍用機にまで至るインド国内での独自設計・開発，②
大規模かつ緊急の軍事的要請に応え，しかも航空機生産に関る最新の専門知識や技術の獲
得を目的としたライセンス生産，そして③以上の二方法では対応不能な場合の海外からの
直接購入，以上の 3つであったが，1962年以降は①の独自設計・開発は制限され，もっ
ぱら②のライセンセス生産が追求されていった。以下では，①と②に関して具体的な経緯
を紹介しておこう。
①　独自設計・開発
HALでの設計・開発は一応 1948年に始まっている。独立後のインドで航空機設計技師
ガトゲの指導の下，HALが最初に製作した国産機は初級練習機 HT-2（Hindustan Trainer 
No. 2 : 単発，単葉機）であった。その後，ジェット戦闘機バンパイア等のライセンス生
産も要請されて，結局，国産練習機については実物大模型以上の開発は見送られてしまう。
しかし，インド政府が国産化の追求を断念したわけではなかった。1956年に HALでの超
音速戦闘機製造への技術支援を求めて，ドイツ人設計技師クルト・タンク（Dr. Kurk W.
Tank）を招聘している。第二次大戦中，ドイツ空軍の戦闘機（FW190や Ta152）を大量に
生産してきたフォッケ・ウルフ社（Focke-Wulf）は，戦後，航空機の製造を禁止された。
そのため同社の主任設計技師であったタンクを含む技術者たちはアルゼンチンに渡り，政
府の航空技術研究所で航空機の設計を続けていた。その彼らがアルゼンチンを離れ，イン
表 4　インドの国営兵器企業一覧
  企　業　名　（設立年） 1963/64 1964/65 1965/66 1966/67  
ヒンダスタン航空（1940年） 111.1 131.4 177.3 328.7
バーラト電機（1956年） 62.1 70.8 92.7 119.4
マザゴン造船所（1934年） 45.5 41.2 39.1 50.1
ガーデンリーチ工場（1934年） 28.2 26.9 36.5 48.2
プラガ工作機械（1943年） 10.6 15.1 15.3 12.6
バーラト重電機（1964年） 41.1 56.9 51.7 56.6 
合計 298.6 322.3 412.6 615.6 
出所 :  K. Subrahmanyam, ‘Five years of Indian defence eort in perspective’, International studies 
quarterly, Vol. 13, No. 2, （June 1969）, pp. 167-168より作成。
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ド政府によって招聘されたのである。設計技師タンクの率いる総勢 18名のドイツ人技師
団は，その後 5年の歳月を費やして 1961年にインド初の機体独自設計による超音速ジェッ
ト戦闘機マルート（HF-24 Marut，エンジンはブリストル社（英）製オフューズ 700エン
ジン 2基搭載）を完成させている。その後の展開は不調であっが，HALはその後も独自
設計の航空機とエンジンの国産化を追求しており，1964年には初の国産エンジン HJE-
2500を使用した国産ジェット練習機キラン（HJT-16 Kiran）の試験飛行にも成功をおさめ
ていた。だが，戦闘機に関しては，1950年代のマルートから 1980年代に開発のはじまっ
たインド国産の軽戦闘機（Light Combat Aircraft : LCA）に至るまで 30年間にわたって，
独自の設計・開発はほとんど中断したままであった。インドはソ連からのライセンス生産
に大きく依存して，インド航空機産業の設計・開発分野では進展はなかった。
②　ライセンス生産
インドは拡大する IAFの要請と航空工学の急速な発展に対応して，1950年代初めより
欧米の最新鋭機の獲得に乗り出している。HALは技術者，設計技師，その他の専門家を
イギリスの主要航空機企業に派遣して最新技術の研修をさせていたが，その一方でインド
国内ではライセンス生産を拡大していった。1950年 3月にはデ・ハビランド社（英）と
のライセンス契約に基づいて，最初のジェット戦闘機バンパイアの生産が始まり，つづい
て 1956年 9月には，フォラント社（英）の軽量戦闘機ナットならびにブリストル社（英）
のオフューズ・エンジンなどで相次いでライセンス生産の契約を締結している。以上のよ
うに，独立後もイギリスからの武器移転に大きく依存していたのであるが，1960年代に
はイギリス依存体制からの脱却が一気に進んだ。第 2次印パ戦争（1965年）に際して，
米英両国が武器禁輸措置を実施すると，パキスタンが武器の輸入先を中国に求めたのに対
して，インドでは国内兵器生産基盤の強化が図られたが，この取り組みは中印国境紛争で
の敗北を契機として，すでに始まっていた。ソ連製超音速ジェット戦闘機MiG-21の購入
とインドでのライセンス生産の契約がそれであった。
ライセンス生産は，国内生産能力の形成と国防の自立化を進める上での重要な構成要素
ではあるが，高いレベルの自立化を達成する上で必要なのは，やはり兵器システムの設計・
開発能力である。1963年にはソ連の技術援助のもとでMiG-21のインドでのライセンス製
造がはじまったが，それを担当した HALの設計・開発能力にはその後 20年以上にわたっ
て大きな進歩は見られなかった。HALはソ連とのライセンス契約に基づいて，その後 20
年間にMiG-21を 700機以上製造してきているが，HALの設計・開発部門は萎縮したまま
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であった。当時のインドにとっては，IAFで求められる大規模な軍需に迅速に対応して，
防衛体制を強化することが最優先課題であって，独自の設計・開発による兵器国産化の取
り組みは，いまや二義的な課題でしかなかったのである。
さて，インド航空機産業の自立化とはソ連との契約に基づくライセンス生産に偏重した
ものであったが，それでは二義的課題であった航空機産業の国産化（機体・エンジン・部
品の国産化）に対して，インド政府は何も手を打たなかったのであろうか。政府が主導し
た航空工学科増設の動きに目を移して，産官学連携の視点からインド航空機産業自立化の
問題にさらに検討を加えていきたい。
5.　インド航空機産業自立化の取り組み
（1）　IIScと HAL
1909年にタタ財閥の総帥ジャムシェドジー・N・タタ（Jamsetji N. Tata）によってバン
ガロールに創設された IIScは，世界初の大学院大学であったアメリカのジョン・ホプキ
ンス大学をモデルとし，科学技術の先端的な研究教育機関として，インドの工業化と産学
連携を牽引していく使命を担っていた。開設時点では一般化学，有機化学，応用化学，電
気工学の 4学科であったが，その後，1921年には生物化学，1933年には物理学，そして
1942年には航空工学科が増設された。
インド空軍と HALは緊密な関係にあったが，HALと工科大学も密接な関係にあった。
それは HALの創設時点にまでさかのぼる。HALが創設された 1940年の時点で，早くも
インド政庁と HALの首脳陣は，IIScの学長ゴーシュ（Dr. J.C. Ghosh）との間で，航空技
術の訓練施設の設立について協議をはじめていた。その結果 1942年に，研究スタッフや
教育環境がすでに整っていた IIScに航空工学科が設置され，かねてよりインドにおける
航空工学の重要性を主張してきたガトゲ（Dr. V.M. Ghatge）が航空工学科の初代学科長に
就任している。ガトゲ自身は 4年ほどで学科長の職を辞し，その後は HALに移籍して多
くの航空機の設計・開発を手がけているが，ともあれ IIScがインド航空機産業の自立化，
さらにはインド空軍の自立化にとって不可欠な高度技術者養成の最重要拠点となったこと
は間違いない。
イギリスの航空調査団がバンガロールを訪れた 1945年時点での IIScの航空工学科は，
学生数も少なく（1943年～ 45年で 20人），実験設備もきわめて貧弱であった。しかし，
その後，とりわけ低速航空力学と航空機構造学などの大学院教育で国際的にも高い評価を
46 特　集
得ているが，それには立地的な要因も大きく影響していたように思われる。IIScの拠点バ
ンガロールは，HALの本拠地であったばかりでなく，インドにおける航空工学の研究拠
点でもあり，のちには後述の多くの研究機関が相次いでバンガロールに集結したのであっ
た。このような関係のなかで，IIScの航空工学科が HALを中心としたインド航空機産業
の発展に大きく貢献していったことは間違いない。1960年代のインド政府による航空工
学科創設の運動においても IIScは中心的な役割を果たしていた。
これまで見てきた通り，独立以前のインドではすでに IAFと HALと IIScの間に産官学
連携が形成されていたのであるが，しかし，その事実をもって，独立後にはインド航空機
産業の国産化，インド空軍の自立化が容易に進んでと考えることはできない。たしかに第
二次大戦直後のインドでも，世界の航空業界のレシプロ機からジェット機への移行や機体
の金属化に対応して，航空機の設計・開発部門で独自の取り組みが見られたのは事実であ
る。だが，インドの危機的な財政事情や緊迫した国際情勢は，航空機の国産化と空軍の自
立化をきわめて困難なものにしていた。独立後のインド空軍はきわめて短期間の間に戦力
の大幅な増強を迫られ，その結果，設計開発部門の拡充による航空機産業の国産化路線を
放棄（ライセンス生産に全面依存）せざるを得なかった。
（2）　IITsと HAL
以下では，1960年代における HALと IITを中心とした工科大学との関係に注目する。
すでに見た通り，HALはMiG-21の購入・ライセンス製造契約に基づいて，1964年には
インド最大の兵器企業へと成長を遂げたが，この時代の変化は兵器企業に限ったことでは
なかった。第 1次防衛 5カ年計画と相前後して，軍事偏重型工業化を担う研究開発機構で
も，多くの工科大学も巻き込んで新たな産官学連携の構築が進んでいた。表 5に示した通
り，この時期にインドの国防費も急膨張し始めている。
インドにおける研究開発は，主に政府が管轄する次の 5つの科学技術研究開発機構に
よって担われていた。インドの研究開発費は，1950～51年 4,700万ルピー，1958～59年 2
億 9,000万ルピー，1970～71年 16億 8,000万ルピーへと急膨張を遂げていたが，その約 3
分の 2が次の 5つの組織に配分されていた。原子力エネルギー局（DAE : Department of 
Atomic Energy），科学・産業研究審議会（CSIR : Council of Scientic & Industrial Research），
防衛研究開発機構（DRDO : Defence Research and Development Organization），インド農業
調査審議会（ICAR : Indian Council of Agricultural Research），インド医学研究審議会（ICMR : 
Indian Council of Medical Research），以上である。
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このうちインドにおける軍事技術の研究開発を一手に担ったのが防衛研究開発機構
（DRDO）である。同機構は陸海空三軍の技術開発部門と防衛科学機構（Defence Science 
Organization）が 1958年に統合されたものであり，その下には軍事的要請に応えて多くの
研究機関が組織されていた。なかでも特に注目すべきは，1959年にバンガロールに設立
された航空開発機関（Aeronautical Development Establishment）とガスタービン研究機関（Gas 
Turbine Research Establishment），さらには科学・産業研究審議会（CSIR）の提言で 1956年
にバンガロールに開設された国立航空研究所（National Aeronautical Laboratory）である。
これらは確実に軍事偏重型重工業化，特に HALを中心としたインド航空機産業の発展に
大きく関わっていた。
先端的な工科大学への政府の要請もこの時期に本格化している。1964年，インド教育
省は自国の航空技術者養成の実態について検討を加え，その結果，インド各地の IITにお
ける航空工学科（Department of Aeronautical Engineering）の開設・拡充方針を決定している。
これは明らかに HALとインド航空業界ならびに防衛省の要請に応えたものであった。早
表 5　インドの国防費 1948～67年（100万ルピ－）
 年 国防費 軍事研究開発費
1948 1,675 －
1949 1,672 －
1950 1,748 －
1951 1,833 －
1952 1,878 －
1953 1,926 －
1954 1,969 －
1955 1,932 －
1956 2,118 －
1957 2,665 －
1958 2,797  15.0
1959 2,699 －
1960 2,774 －
1961 3,046 31.2
1962 4,336  51.4
1963 7,306  71.4
1964 8,084  82.3
1965 8,651  97.2
1966 9,027 114.6
1967 9,535 116.0　　 
出典 :  T.D. Hoyt, Military Industry and Regional Defence Policy, London, 
2007, p. 30より作成。
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速翌 65年には，アメリカの支援で開設された IITカンプール校の航空工学科が，マサチュー
セッツ工科大学教授ホルト・アシュレーとプリンストン大学教授 D・C・ハーゼンを客員
教授として招聘して航空工学の講義を開始しているが，他の IIT4校においても同様の対
応を迫られていた。
ちなみに，1964年 5月には前述のインド教育省の決定の前提となった航空工学教育検
討委員会の報告書が提出されているが，同委員会のメンバーには，IISc（委員会議長），
マドラス工科大学，教育省，防衛省，科学文化省，HAL，エアー・インディア，インディ
アン・エアーライン，インド民間航空局，以上の産官学から成る 9組織の代表が選出され
ていた。中印国境紛争以降の国防上の観点からも，また発展途上にあるインド民間航空の
さらなる振興という商業的な観点からも，いまや航空機及び航空機エンジンの設計技師（今
後 5年間で 850人）の養成は国家的課題となりつつあった。
（3）　航空工学科拡充の取組み
インドの大学生数は 1947年の 22万 8,881名が 1967年には 136万 8,803名へと 6倍に拡
大し，理工系に関しては同じ期間に 4万 5,643名から 43万 2,686名へとほぼ 10倍に急増
していた。実際に，第 3次 5カ年計画（1961～ 66年）では，インドの経済発展に必要な
技術者の養成を目的として，工科大学 23校とポリテクニーク 91校の新設が計画されてい
た。そして，ここで注目すべき点は，当時のインドでは軍事偏重型重工業化の下で航空技
術者の養成が焦眉の課題となっていたという事実である。この課題への対応は諸外国を巻
き込んで大規模に進められた。航空工学教育における最大の使命は，自国の航空機産業に
よる航空機独自設計（indigenous design activities）を実現し，航空機産業の自立化を達成す
ることにある。
インド政府は独立後 1960年代までのわずか 15年の間に，国際援助を巧みに獲得するこ
とによって，インドの主要都市に国際水準の 5つの高度技術教育機関 IITを次々に設立し
ていった。1951年には英米独ソの 4カ国合同援助で IITカラグプール校が，1958年には
ソ連の援助で IITボンベイ校が，1959年には西ドイツの援助によって IITマドラス校が，
1960年にはアメリカの支援で IITカンプール校が相次いで設立され，さらに 1963年には
イギリスの支援のもとでデリー工科大学が IITデリー校に改組拡充されていた。カラグ
プール校以外の IIT4校への各国の援助額は表 6の通りである。
以上の IIT各校はインド政府の要請を受けて航空工学科の新設・拡充に積極的な対応を
見せたが，残念ながらそれらはいずれもインド側が求めている航空機および航空機エンジ
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ンの設計技師の養成を促進するものではなかった。IIT4校のいずれにおいても航空機設計
工学の分野では積極的な対応は見られなかった。インド航空機産業の自立化・国産化を達
成してライセンス契約によるソ連従属体制を脱するためには，航空機設計分野を充実させ
ることが是非とも必要であって，それを担いうる可能性を持っていたのは唯一 IITデリー
校だけであったが，同校の設立を支援してきたイギリス政府の対応もきわめて消極的で
あったのである。
1960年代から約 30年間にわたって，インドの兵器のほぼ 75パーセントはソ連から安
価に，しかもルピー建ての長期信用で調達されたものであった。この兵器調達には
MiG-21のライセンス生産も含まれている。この 30年に限らずインド独立の直後より，
HALはライセンス生産に依拠して IAFの急増する軍需に対応してきたが，その代償とし
て設計・開発部門は低迷し，インド航空機産業の自立化，つまり国産機の製造は先送りに
されることとなった。インドの航空機産業がライセンス契約によるソ連従属体制を脱して，
産業の自立化と兵器の国産化を達成するためには，航空機の設計開発分野の拡充が是非と
も必要であったが，それは容易なことではなかった。
しかし，そうした中でも唯一注目すべきは，アメリカの大規模な支援に支えられた IIT
カンプール校の存在であった。工業都市カンプールは，1964年に HALが新会社として再
編された際に，MiG-21のライセンス製造工場（ナシク，コラプート，ハイデラバード）
とは別に，航空機の設計・開発部門を有していたバンガロール工場とともに HALに統合
された航空機産業の拠点であり，すでに旅客機アブロ 748（英）等で十分な生産実績もあっ
た。さらにその後も中印国境紛争や第 2次印パ戦争を通して，カンプールは航空機部品の
製造基盤をさらに拡大してきていた。そのようなソ連とのライセンス契約工場（MiG-21 
Complex）の圏外に存在した航空機の生産拠点カンプールが IITカンプール校の航空工学
科，さらにはアメリカ本国の大学・研究機関との連携によって，過度なソ連依存体制から
表 6　英米独ソ 4か国の IITへの援助額（1970年まで）   
 援助国 IIT 設立年 援助総額（$）
ソ　連 ボンベイ校 1958年 7,200,000
西ドイツ マドラス校 1959年 7,500,000
アメリカ カンプール校 1960年 14,500,000
イギリス デリー校 1963年 4,800,000
出典 :  横井勝彦「インド工科大学の創設と国際援助」（渡辺昭一編『コ
ロンボ・プラン─戦後アジア国際秩序の形成─』法政大学出版局，
2014年），102頁より作成。
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の脱却と兵器生産の自立化を追求することには一定の可能性があった。これはインドの戦
略的な勝利と言うことも出来よう。本稿で見てきたようにインドは産業面においても軍事
面においても，さらには研究教育の面においても多角的な国際援助を巧みに利用して経済
的軍事的な自立化を追求してきた。航空機生産の自立化に関しては多くの課題を残したも
のの，産官学連携の全体構造に関して言えば，1960年代の成果は 70年代以降に継承され
得るものであった。その点の具体的な検証は今後の課題としたい。
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